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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 京都大学 学長名 尾池 和夫 拠点番号 B14 

１．申請分野 
Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

 京都大学化学連携研究教育拠点 ‒ 新しい物質変換化学の基盤構築と展開 
（Kyoto University Alliance for Chemistry）  

    研究分野及びキーワード <研究分野：  化 学 > (電子状態) (化学反応) (合成有機化学) (無機固体化学) (核酸・蛋白質・糖化学) 

３．専攻等名 理学研究科化学専攻・工学研究科合成化学・生物専攻・工学研究科分子工学専攻・化学研究所

４．事業推進担当者           計３８名 

ふりがな<ローマ字>

氏  名 
所属部局(専攻等)・職名 

現在の専門 

学 位 
役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)
SAITO, Gunzi 
齋藤 軍治 

理学研究科化学専攻・教授 有機物性化学  
理博 (北大)  

拠点リーダー 

KAJIMOTO, Okitsugu 
梶本 興亜 

理学研究科化学専攻・教授 超臨界流体化学  
工博 (阪大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担（平成18年3月31日 辞退） 

NAKATSUJI, Hiroshi 
中辻  博 

工学研究科合成･生物化学専攻・教授 理論化学  
工博 (京大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 

KAWASAKI, Masahiro 
川崎 昌博 

工学研究科分子工学専攻・教授 反応物理化学  
理博 (東工大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 

NAKAHARA, Masaru 
中原  勝 

化学研究所・教授 界面構造解析化学  
理博 (京大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 

SAKAKI, Shigeyoshi 
榊 茂好 

工学研究科分子工学専攻・教授 反応理論化学  
工博 (京大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 

KATO, Shigeki 
加藤 重樹 

理学研究科化学専攻・教授 理論化学 
工博 (京大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 

TERAZIMA, Masahide 
寺嶋 正秀 

理学研究科化学専攻・教授 光化学 
理博 (京大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 

ARUGA, Tetsuya 
有賀 哲也 理学研究科化学専攻・教授 

表面化学 
理博 （東大） ｢精密構造変換解析｣研究組織分担 (平成17年8月1日 追加) 

TANIMURA, Yoshitaka 
谷村 吉隆 理学研究科化学専攻・教授 

化学物理理論・統計力学 
理博 （慶大） ｢精密構造変換解析｣研究組織分担 (平成18年4月1日 追加) 

MOMOSE, Takamasa 
百瀬 孝昌 

理学研究科化学専攻・助教授 極低温分子分光学 
理博 (京大) 

｢精密構造変換解析｣研究組織分担 （平成17年7月31日 辞退） 

TAKANO, Mikio 
高野 幹夫 

化学研究所・教授 固体化学    
理博 (京大) 

｢新規物性機能探求｣研究組織分担 

ISODA, Seiji 
磯田 正二 

化学研究所・教授 結晶化学    
理博 (京大) 

｢新規物性機能探求｣研究組織分担 

TANAKA, Kazuyoshi 
田中 一義 

工学研究科分子工学専攻・教授 量子機能材料 
工博 (京大) 

｢新規物性機能探求｣研究組織分担 

YOKOO, Toshinobu 
横尾 俊信 

化学研究所・教授 非晶質化学   
工博 (東北大) 

｢新規物性機能探求｣研究組織分担 

KITAGAWA, Susumu 
北川 進 

工学研究科合成･生物化学専攻・教授 錯体化学    
工博 (京大) 

｢新規物性機能探求｣研究組織分担 

YOSHIMURA, Kazuyoshi 
吉村 一良 

理学研究科化学専攻・教授 固体物性化学  
工博 (京大) 

｢新規物性機能探求｣研究組織分担 

TAMAO, Kohei 
玉尾 皓平 

化学研究所・教授 有機金属化学  
工博 (京大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 (平成17年3月31日 辞退) 

KOMATSU, Koichi 
小松 紘一 

化学研究所・教授 構造有機化学  
工博 (京大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 （平成18年3月31日 辞退） 

FUKUDA, Takeshi 
福田 猛 

化学研究所・教授 
 

高分子合成化学 
工博 (京大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 

HAYASHI, Tamio 
林 民生 

理学研究科化学専攻・教授 有機金属化学  
工博 (京大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 

OZAWA, Fumiyuki 
小澤文幸 

化学研究所・教授 錯体化学 
工博（東工大） 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 (平成17年4月1日 追加) 

MARUOKA, Keiji 
丸岡 啓二 

理学研究科化学専攻・教授 
 

有機合成化学  
Ph.D (ﾊﾜｲ大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 

OSUKA, Atsuhiro 
大須賀 篤弘 

理学研究科化学専攻・教授 物理有機化学  
理博 (京大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 

KAWABATA, Takeo 
川端 猛夫 化学研究所・教授 高分子合成化学 

理博（京大） 
｢新規物質創製変換｣研究組織分担 (平成18年4月1日 追加) 

TOKITO，Nobuhiro 
時任 宣博 

化学研究所・教授 有機元素化学  
理博 (東大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 

IMAHORI, Hiroshi 
今堀 博 

工学研究科分子工学専攻・教授 生命物理有機化学 
理博 (京大) 

｢新規物質創製変換｣研究組織分担 

MORISHIMA, ISAO 
森島 積 

工学研究科分子工学専攻・教授 蛋白質分子工学 
工博 (京大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成16年3月31日 辞退) 

SAITO, Isao 
斉藤 烈  

工学研究科合成･生物化学専攻・教授 有機DNA化学 
工博 (京大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成16年3月31日 辞退) 

SUGIURA, Yukio 
杉浦 幸雄 

化学研究所・教授 生体活性化学  
薬博 (京大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成17年3月31日 辞退) 

IMANAKA, Tadayuki 
今中 忠行 

工学研究科合成･生物化学専攻・教授 生物工学 
工博 (阪大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 

AOYAMA, Yasuhiro 
青山 安宏 

工学研究科合成･生物化学専攻・教授 生体認識化学  
工博 (京大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 

ESAKI, Nobuyoshi 
江崎 信芳 

化学研究所・教授 生体触媒化学  
農博 (京大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 

MIKI, Kunio 
三木 邦夫 

理学研究科化学専攻・教授 生物構造化学   
工博 (阪大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 

MURAKAMI, Masahiro 
村上 正浩 

工学研究科合成･生物化学専攻・教授 有機金属化学 
理博（東大） 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成16年4月1日 追加) 

FUTAKI, Shiro 
二木 史朗 化学研究所・教授 

生体機能設計化学 
薬博 （京大） ｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成17年4月1日 追加) 

ISHIMORI, Koichiro 
石森 浩一郎 

工学研究科分子工学専攻・助教授 蛋白質分子工学 
工博 (京大) 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成16年4月1日 追加；平成17年3月
31日 辞退) 

SHIRAKAWA, Masahiro 
白川 昌宏 

工学研究科分子工学専攻・教授 生物物理化学 
工博（京大） 

｢生体関連物質化学｣研究組織分担 (平成17年4月1日 追加) 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 210,000 177,000 171,200 
156,000 

（15,600） 

144,260 

（14,426） 

858,460 

(30,026) 
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６．拠点形成の目的 
化学は、物質の「結合・反応・構造・物性」の 4

課題を研究し、それらを制御すること（以降「物

質変換科学」）を通して、人類社会の繁栄、人類

の幸福や精神の向上、生命の豊饒、さらに、自然

との調和を目的とする中核的学問体系である。京

都大学理学研究科化学専攻、工学研究科化学系、

化学研究所は、日本、さらに世界に影響を与える

化学研究・教育の拠点として、福井謙一、利根川

進、野依良治などのノーベル賞受賞者を含む多数

の人材を輩出し、学問、教育行政さらに産業分野

において大きな社会的使命を果たしてきた。 
 本学における上記化学系3部局は、物質変換科学の本質

把握を指向する"探求知的"化学、それを基礎として新たな

研究領域を開拓する"共有知的"化学、および、物質変換の

活用による社会的貢献を指向する"行動知的"化学に極め

て優れた人材を擁している。この輝かしい歴史と各々の個

性豊かな研究教育環境をさらに一段と発展させることは、

非常に複雑化、高度化した「新世紀の化学」への学問的・

社会的要請に対する我々の義務と認識する。これまでの

「個々に独自色の強い研究教育体制」を改変して部局間交

流を緻密に図ることにより、京都大学としての独自性を持

つ研究教育体制を組織し、研究内容および後継者育成教育

を一段と質的・量的に向上させる。 

 

７．研究実施計画 

物質変換科学の基礎を徹底的に追求するため、本

拠点形成事業推進担当者の主たる専門分野を指

標として、以下の4研究領域(1-4)に、3部局の構

成メンバーを混合配置する。1.「精密構造変換解

析」研究領域 2．「新規物性機能探求」研究領域 

3．「新規物質創製変換」研究領域 4．「生体関連

物質化学」研究領域。 各研究領域は主な研究プ

ロジェクトとして、下記の4課題（A-D)を担当す

る(重点プロジェクト事業)。ただし、これらのプ

ロジェクトに対し構成メンバーの専門分野を反

映した形での自由な参加を求め、部局を越えたメ

ンバー構成の研究チームを編成する。この研究プ

ロジェクトの遂行を通じて、拠点内の各構成メン

バー間での実質的な研究交流が達成され、次世代

の化学における重要課題の認識を共有する。 

A: 最新の化学的視点に基づく化学反応の基本

原理ならびに物質物性支配法則の解明 

B: 原子・分子の高次な配列・集合の精密設計と

構造解析に基づく新規物性・機能の開拓 

C: 高度な分子設計と精密構造制御に立脚した

新物質創製および新規な物質変換法の確立 

D: 生体分子を対象とする基盤化学研究の高度

化とその生命化学への展開 

 また、若手研究者が独立性の高い短期間プロジ

ェクトを遂行するための資金・空間・人的援助を

行う(ミニプロジェクト事業)。 

 研究領域内、プロジェクト内、さらに研究領域

間での研究交流のための合同研修会や研究発表

会を教官レベルおよび大学院生レベルの両方で

実施する。研究成果報告に際しては、当該研究分

野の第一人者を国内外から招待講演者として招

き国際会議を開催し、事業推進担当者の発表と併

せて議論を深め(研究会実施事業)、第一級研究拠

点としての情報発信を定期的に行うとともに、学

外評価グループからの評価・提言を受ける(情報

発信・出版・評価事業)。 

 大学院生の海外での研鑚のため、諸外国の著名

研究教育拠点との学生交換を行う(学生交換事

業)。 

 

８．教育実施計画 

化学高等教育として、1)問題解決育成プログラ

ム: 原理・原則の理論的理解と物質合成や現象解

析の技術習得と、2)研究力育成プログラム: 自立

した研究者に必要な研究の立案・企画・実行・提

言・討論などの能力育成を行う。 

 問題解決育成プログラムについて、以下の4項

目を実施する。教育現場が理学研究科(京大北部

地区)、工学研究科(京大吉田地区及び桂地区)、

および化学研究所(宇治地区)に分散しているこ

との対応策として、①拠点内ネットワーク講義を

行う。講座・部局間の流動性を高め幅広い研究基

礎能力の育成のため、②拠点内研究留学を行う。

拠点内での正規の研究集会である国際会議(京都

化学シンポジウム(仮))および3～4ヵ月毎の全構

成員を対象としたコロキウム(京都化学コロキウ

ム(仮))への出席とレポート作成を大学院授業の

一環とする(③拠点内研究集会教育)。研究の現状

を幅広い視点から把握し歴史的推移を理解し多

角的な意義付けの能力を育成する④総説作成教

育を実施する。 

 研究力育成プログラムについて、以下の4項目

を行う。研究に対する主体的意識の先鋭化を目的

とした①研究プロポーザルの作成、研究の問題点
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を正確に把握し、その解決までの道筋を構想する

能力を養うための②博士課程後期2年次の中間報

告会、国際感覚と国際競争力を養うための③海外

大学院生との定期的セミナー交流と④海外にお

ける研究活動である。 

 

９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 

 事業推進担当者を含む拠点構成員の自己評

価および外部評価委員による外部評価はとも

に、世界最高水準の研究教育事業の達成を表し

ている。 

 研究事業：各事業推進担当者の原著論文は、

年平均11報を超える。2007年4月9日トムソンサ

イエンティフィック プレスリリースによれば、

京都大学化学系からの発表論文の被引用回数

は世界4位(国内1位)であり、1論文当たりの被

引用回数もトップクラスにある。これらの数値

は、世界最高水準の研究拠点が構築・維持され

ていることを示す。事業推進担当者間の有機的

連携については、やや不充分な成果が見られた

が、これを補うに余りある院生を含む若手研究

者の活躍があった（後述９－①－２項）。 

教育事業：幅広い視野で学問をとらえ、早い

時期に国際競争力を獲得することを基本とし

て事業を推進した。実施計画とは異なった呼称

で遂行されたものもある。拠点全体がとり組ん

だ事業（拠点内連携講義、各種交流セミナー、

海外派遣）、複数部局での事業（研究プロポー

ザル、中間報告、総説作成）、１部局での事業

（拠点内留学）などがあり、最後の事業（後述）

を除きすべて想定以上の良い成果をあげた。平

成14-16年度の博士課程学生199名についての

追跡調査結果から、大半の修了者が大学・公的

研究機関の研究職(博士研究員を含む)に就き

(126名(63 %))、その他の修了者も大半が民間

や政府関連機関の研究職に就いた(63名(32 %))。

この事は、本拠点で教育を受けた学生諸君が、

充分な基礎研究能力を体得している事を証し

ている。 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 前項記載の大学院生の就職状況に加え、ミニ

プロジェクト事業が、現役若手教員の活発な研

究活動を呼び起こし、多数の昇進者を与えた。

本事業では、助教授から博士研究員までの若手

研究者の独自性を活かした研究を、事業推進担

当者が相談役としてバックアップする体制を

採った。平成17年度末段階で、本事業に応募・

採択された64名の若手研究者の内、26名(41 %)

が拠点内外への栄転を勝ち取った。これらの昇

格人事の内、拠点内での昇格は、直接的に研究

教育体制の強化をもたらした。一方、拠点外へ

の栄転は、人事交流を通じて、本拠点内外の協

力体制を強化した。拠点外への教員の異動に伴

い、学生諸君の拠点外活動の自由度が増した。 
 院生の拠点内研究教育留学は、研究室・部局
間の流動性を高め幅広い研究基礎能力の育成を
図るために企画された。しかし既に博士課程学
生は関連研究室との合同セミナーを行ってお
り、留学制度を用いずとも実質的留学効果を得
ていること、離れたキャンパス間また異なる領
域間での留学は遂行が困難でありその効果が
小さいこと、また博士課程学生では時期が遅い
ことが判明した。その結果、Ｈ17年度より若い
学生（４年生の院入試後の半年間）の部局内留
学の目的、効果、規則、留学時期などを明文化
し事業を展開した（第３領域＋第４領域）。幅
広い視野を持つ若手研究者の成長が期待され
る。 

3)研究活動面での新たな分野の創成と、学術的
知見等 

 4研究領域それぞれにおいて、新たな学問発展

が見られた。例えば、第1領域では生命現象の根

幹を物理化学的に探索・理解するため、蛋白質反

応の時間分解エネルギー・構造解析の手法が確立

され、これを用いた研究により、その具体的な生

体分子科学的研究が開始された。第2領域では、

分子性導電体、磁性体に関する実験、および、理

論的研究成果に基づき、分子ナノワイヤ等のナノ

デバイスやナノスケールの空孔を持つ機能性物

質への研究展開が行われた。第3領域では、キラ

ル配位子触媒を用いる不斉合成において、金属を

含まない分子触媒が開拓され、この研究成果の一

部は、光学活性アミノ酸の工業的合成に実用化さ

れた。第4領域では、生体内に存在するイオンチ

ャンネルの機能を理解し、また、それらをナノデ

バイスとして用いるための基礎研究として、人工

イオンチャンネルの創出が行われた。その他、事

業推進担当者による新規学問分野の創成の例は

枚挙に遑がないが、これに加え、若手研究者が主

体となった新分野創成の動きが顕著であった。国

内外の研究者を招いた講演会・研究会を基に、若

手研究者が拠点外の研究者との協力関係を深め、

新たな学問展開を進めた。また、若手研究者が主

体となった、学内の別21世紀COE拠点との合同シ

ンポジウムが開催された。機能性材料の合成・開

拓法を学び合う研究会や、精密有機合成の多様性

と将来展望を探る集会が、「学域統合による新材

料科学の研究拠点(リーダー: 小久見善八教授)」

と合同で開催された。また、生命現象を生体高分

子化学の観点から研究する際の研究展開方向を

学び合う集会が、「先端生命科学の融合相互作用

による拠点形成(リーダー: 米原伸教授)」と合同

で開催された。これらの合同シンポジウムで各参
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加者が得た知識と人的関係は、現在、新たな学問

展開に向けて熟成されつつある。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 研究事業における重要な視点は、先端的研究

の遂行と次世代重要分野の開拓（基礎純正化学

としての深化＋新分野の開発）であり、また理

工の連携拠点を生かした 研究形態（学問的・

社会的要請に対応した純正から応用への展開

システムの構築）の確立である。本拠点の構成

員は個性的テーマを展開し、学問の深化と新分

野開拓に邁進し、相応の評価を得ている。しか

し、部局をまたぐ研究室間の研究事業（重点プ

ロジェクト）は、拠点としての資金援助をしな

い上に年次報告書が義務付けられたためか、初

年度における３件のみで、それ以外の報告は無

かった。外部評価委員からも、重点プロジェクト

事業の数が少なかったことを指摘された。この背

景には、上述のように、拠点として資金援助を行

うための予算が確保できないまま年次報告の義

務を負わせる歪んだ体制を採らざるを得なかっ

た事情がある。後の聞き取り調査と共著論文の出

版状況から、21世紀COE事業として登録されてい

ない拠点内共同研究が多々存在したことが明ら

かとなった。この５年間に、研究室間での情報交

換が頻繁に行われており、今後幾つかの重点プロ

ジェクト的研究が遂行されると期待される。 

 一方、事業推進担当者が補佐役として参加した

若手のミニプロジェクト事業において、多くの研

究が研究室の枠を越えた連携によって遂行され

た。本事業は、参加者の栄転数からも判る通り、

非常に良い成果を与えた。この事実は、事業推進

担当者が直接に共同研究を立案することも大切

であるが、同時に、若手研究者の自由な発想を補

佐する役目を担うことが、拠点内での各構成員の

有機的連携を推進するに有効であることを示す。 

 事業推進担当者の研究、若手研究者の研究はと

もにその水準は高く、論文被引用回数が世界の

トップクラスにあることはその証である。 

 教育事業に関しては、事業推進担当者が中心的

な役割を果たしつつ、拠点事業参加者全員の連携

が効率よく行われた。拠点内ネットワーク講義や

2国間交流セミナー等、大学院学生を指導するた

めの事業においては、円滑な役割分担が行われた。

特に、交流セミナー等、学生諸君を海外に出張さ

せる活動において、当然のこととは言え、本21世

紀COE事業遂行中に事故が無かったことは拠点構

成員各人の責任感と連携の賜物と思われる。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

各事業推進担当者は国際会議組織委員や基
調・招待講演、海外大学客員教授、国際誌編集
などを通して、国際競争力を高めている。本事
業においては、2-3国間定期国際交流セミナー、

不定期な国際研究集会、学生交換を通して拠点
としての国際競争力を高めるとともに、海外拠
点との交流協定締結により国際交流の永続化
を行った。特に、海外大学院生との定期的交流
セミナーでは、院生が組織運営する独立セミナ
ー、交換留学、英語での発表および質疑応答、
英文レポートの作成により、院生の科学情報習
得力の向上や、化学にとどまらず歴史、文化、
未来を語り合える海外の同世代の若手研究者
との実際の対話を通した国際競争力・協奏力の
向上が図られた。国情の差異等を理解しながら
協力することの難しさと喜びを体得した院生
諸君は、将来、真の国際協力と国際競争を行う
ための人材に育つと期待される。院生の組織す
るセミナーや院生の交換留学は、非常に好評な
（相手拠点からも）実地教育で、院生の研究意
欲を高める上で良い成果をもたらした。本拠点
からは延べ数約370名、国外研究機関からは同
230名の学生と博士研究員が本交流セミナーに
参加した。英語論文・英会話・会議英語を講師
を招いて行う企画もあるが、実地教育と併行さ
せるとより大きな効果があるであろう。機関－
機関研究・教育協力体制の持続が将来の課題で
ある。 

6)国内外に向けた情報発信 

 原著論文の一流国際誌への公表が、最も一般的

な情報発信である。本拠点での教育研究活動につ

いては、国内外の一般向け新聞等に報道された

(拠点形成事業期間中、約60件の研究成果紹介記

事が報道された)。また、米国化学会機関誌等、

専門家向け二次情報誌での紹介記事掲載も多数

あった(同約15件)。これらの比較的受動的な情報

発信と共に、本拠点として学術集会を援助し、研

究交流の促進を図った。この好例として、平成17

年12月に米国ハワイにおいて開催された環太平

洋化学ハワイ年会（PacifiChem2005）におけるセ
ッション開催が挙げられる。機能性有機物質に関

するセッションをはじめ、6件のシンポジウムを

開催した。これらのセッションにおいては、環太

平洋諸国以外からの参加者もあり、また、本拠点

形成事業の概要を説明する時間を設けた。本拠点

のみならず、21世紀COE事業の意義を世界に向け

て告知する良い機会であった。 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

 初年度、使途の35 %弱を占めた設備備品費が次

年度以降8 %、或いは、1 %前後にまで急減した。

これに対して、人件費は初年度を除き支出の70 %

前後を占めている。これは、初年度が11月に始ま

り、TA, RAとして適切な学生を選考する時間的余

裕が無く、これに比較して、各人の情報が揃って

いた若手研究者からのミニプロジェクト提案に

対応した結果である。2年度目以降は、援助すべ

き学生の選考と、博士研究員の募集・選考に充て

る時間を得、その雇用を重視した。 
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 幸いにして、多くの事業推進担当者が研究用外

部資金を獲得する事が出来、本21世紀COE事業を

各研究課題推進のための主予算とせずに済んだ。

このため、21世紀COEの予算の多くを教育・若手

育成に投資することが出来た。従来の競争的資金

のみでは困難であった、現役学生諸君の教育的雇

用が可能になったことは、21世紀COE事業の目的

に沿っており、我が国の将来を見据えた時、効果

的な予算使用であったと考えられる。 

 惜しむらくは、中間評価段階で受けた評価とは

無関係に思える、継続年度途中での予算削減があ

ったことである。この影響を受け、学生の雇用や、

海外大学院生との定期的交流セミナー等で海外

に派遣する学生数を予定外に縮小せざるを得な

くなった。 

②今後の展望 

 本拠点の目的は、先端化学の研究と教育の追究

であった。研究を基に考えると、個人の資質やグ

ループとしての方向性や体力によって多数の拠

点があってしかるべきである。しかし、教育を基

にすると、基礎化学、複合化学、材料化学を問わ

ず「化学」教育を一体化して行うことが、次世代

を担う学生・若手研究者の視野の多角化(curiosity 
orientedとmission oriented, 基礎から応用、理、工、
農、薬、医の化学の緩やかな統合)につながり、

新規学問分野を開拓する骨太の研究者を育てる

ことが可能となる。 

 この意図を持って、本プログラム期間中に行っ

た各種事業の中から優れたものを、次のステップ

としての京都大学全体を包含する化学拠点の研

究・教育形成に役立て、世界トップの化学拠点を

構築することが本拠点に属す中堅研究者の義務

であろう。これにより、今後とも世界に誇り、人

類全体に貢献できる研究成果と人材が供給でき

ると考えられる。 

 幸いにして、事業推進担当者を中心として拠点

構成員全員の努力の結果、日本が世界に誇ること

が出来る化学の拠点として、本拠点は研究水準を

保持・向上し、教育水準の大きな向上を成し遂げ

たと自負している。拠点構成員は、21世紀COE事

業が遂行された5年間の経験から、従来行って来

た自らの分野の研究のみならず、他分野との交流

とこれを用いた学生・若手研究者育成法を体得し

た。今後とも、発展的に、この経験を活かした研

究教育活動が遂行されると期待される。 

 一方で、各事業を継続するための体制の維持と

経費の捻出は、現在、各大学に分配されている運

営交付金や、競争的研究資金のみでは不可能であ

る。特に、人材育成に重要な国際的交流セミナー

の開催等は、予算が確保されなければ、提携相手

に失望感を与えながら中止せざるを得ない。 

 本拠点関係者は、関係各位に継続性のある援助

を求めており、グローバルCOEへの応募は、その

代表的な行動である。 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 
 本拠点形成に伴い、研究教育の水準の維持・向

上がなされた。数値データとしては、前項に記し

た原著論文の被引用回数がその水準の高さと、影

響度の大きさを表していると考えられる。 

 学内的には、この高い研究水準と、若手研究者

の意欲的な研究活動が、拠点外との共同研究集会

等の開催へと結びついた。今後、さらなる学内交

流・共同研究の推進が期待される。 

 同時に、国内外の拠点外からの研究者を招いた

研究会の開催により、学外研究機関との共同研究

も円滑さが益した。従来、資料と情報のやりとり

のみに終始していた共同研究の形態が、若手を含

む研究者自身の行き来を伴う形となり、効率よく

研究を進めることが可能となった例が多々見受

けられた。 

 また、国際協力研究に関しては、本21世紀COE

事業で展開された研究交流が、先端研究拠点事業

で更に強化され、後者において実質的に本学が日

本側関西拠点の役割を担った例がある(拠点形成

促進型先端研究拠点事業 多重機能分子性物質

の開拓と分子素子への発展（日本側コーディネー

ター: 東京工業大学 榎 敏明 教授))。 

 国内での一般社会に対する影響は、情報発信に

関する記述にあるとおり、新聞報道を通したもの

が多数ある。さらに、国外でも交流セミナーの開

催や学術賞受賞者の訪問が一般新聞に報じられ

た例がある(それぞれ、2003年9月30日 フランス

日刊紙 Ouest-France(挿絵)と、時任教授のドイツ
訪 問 を 報 じ た 2004 年 9 月 15 日 の ド イ ツ 

Braunschweiger Zeitung)。これらの報道は、専門に
閉じこもるとの

批判のある、大

学における教育

研究活動の内容

を、一般社会に

紹介する良い機

会であった。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 
（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者
（３名程度）） 

・ 平成15年3月6日・京都 
21世紀COE学術交流シンポジウム One-day International Workshop Fabrication of New Materials, 30名
(内外国人 3名), 招待講演者: A.H. Tracz (ポーランド科学アカデミー), L. Ouahab (仏 Rennes 第1大
学), 三谷 忠興 (北陸先端大) 

・ 平成15年4月4-5日・京都 
21st COE Bilateral Japan-Finland Symposium on Nanosciecne and Nanotechnology, 50名(内外国人 10
名), 招待講演者: H. Lemmetyinen (Tampere工科大学), E.I. Kauppinen (Helsinki工科大学), M. Leskela 
(Helsinki大学) 

・ 平成15年7月18日・京都 
21COE学術交流シンポジウム Design and Control of New Functionality in Molecular Solids, 25名(内外
国人  2名 ), 招待講演者 : L. Ouahab (仏  Rennes 第1大学 ), O. Drozdova (ロシア  A.F. Ioffe 
Physical-Technical Institute), 山口 兆 (大阪大) 

・ 平成15年11月19日・京都 
First Symposium of Fukui Institute for Fundamental Chemistry, Kyoto University, 70名(内外国人 9名), 
招待講演者: Y.T. Lee (台北科学アカデミー) 

・ 平成15年11月19日・京都 
First Symposium of Fukui Institute for Fundamental Chemistry, Kyoto University, 70名(内外国人 9名), 
招待講演者: Y.T. Lee (台北科学アカデミー) 

・ 平成16年4月1-2日・京都 
UK-JPN Polymer Workshop 2004, 75名(内外国人 6名), 招待講演者：Barbara Gabrys (University of 
Oxford (UK chair)), David Backnall (University of Oxford), M. Muthukumar (U. Mass) 

・ 平成17年1月20-21日・京都 
International Workshop Chemistry of the Multifunctional Molecular Materials, 25名(内外国人 3名), 招待
講演者： D. Konarev (ロシア科学アカデミー), S. Khasanov (ロシア科学アカデミー), L. Ouahab(仏
Rennes第1大学) 

 以下6件の国際会議は、環太平洋化学会ハワイ年会において、提案採択型のシンポジウムとして開催

された国際会議である。いずれも、本21世紀COE事業推進担当者が組織委員として、提案・開催し、

本21世紀COE事業が協賛したものである。年会参加者全員に開放されたシンポジウムであったため、

いずれにおいても、正確な参加者数(聴衆数)を把握することは出来なかった。 

・ 平成17年12月19日-20日 米国ハワイ州ホノルル 
Enzyme-Catalyzed Isomerizations and Eliminations: Evolution and Mechanism (セッション番号 26), 口
頭発表12件, ポスター発表6件, 組織委員 3名(内外国人2名) 

・ 平成17年12月15日-16日 米国ハワイ州ホノルル 
Science and Engineering of the Future with Multifunctional Conducting Molecular Materials (セッション
番号 #115), 口頭発表50件, ポスター発表100件, 組織委員 9名(内外国人6名), 招待講演者: F. Wudl 
(米国 カリフォルニア大学 ロサンゼルス), R.C. Haddon (米国 カリフォルニア大学 Riverside), 
R.M. Metzger (米国 アラバマ大学) 

・ 平成17年12月15日-16日 米国ハワイ州ホノルル 
Chemistry and Application of Metal-Organic Frameworks (セッション番号 120), 口頭発表40件, ポス
ター発表 120件, 組織委員 5名(内外国人4名) 

・ 平成17年12月15日-17日 米国ハワイ州ホノルル 
Imaging Probes of Spectroscopy and Dynamics (セッション番号 186), 組織委員 3名(内外国人2名), 
招待講演者: 鈴木 俊法(理研), P. Harland (英国 Canterbury大学), D. Chandler(米国 Sandia国立研究
所) 

・ 平成17年12月15日-17日 米国ハワイ州ホノルル 
Fundamental Chemical Processes in Supercritical Fluids (セッション番号 216), 口頭発表24件, 組織委
員 5名(内外国人4名) 

・ 平成17年12月15日-16日 米国ハワイ州ホノルル 
Structures, Dynamics, and Functions of Biomolecules and Water (セッション番号 230), 口頭発表33件, 
ポスター発表 約40件, 組織委員 4名(内外国人2名) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 大学院学生に対する教育として、従来より行われてきた研究室内での研究指導と専攻単位での講義
に加え、21世紀COE事業として、部局の枠を超えた大学院講義(ネットワーク講義)、ならびに、海外大
学院生との定期的交流セミナーを強力に推進した。 
 ネットワーク講義については、本拠点が吉田、桂、宇治の3キャンパスに分散していることを考慮し、
当初、キャンパス間を通信回線で結んだ遠隔地講義の形態も考えられたが、担当教員と受講生が直接
に接することが出来る通常の形式が選択され、連続講義、或いは、集中講義の形で講義が提供された。
本拠点では、研究領域を、1. 精密構造変換解析、2. 新規物性機能探究、3. 新規物質創製変換、4. 生
体関連物質化学の4領域に分類している。1から3の領域から毎年度講義が提供され、各講義について35
から76名の単位認定を行った。第4領域では、受講者によるポスター発表やシンポジウム形式の発表を
行わせ、受講生に自らの研究課題をより深く理解させ、また、他研究者に理解させる能力を伸ばす事
を試みた。受講生へのアンケート調査の結果、広い分野の知識を得られた事に高い評価が得られた。
 海外大学院生との定期的交流セミナーは、本拠点の誇る、特徴ある大学院教育であると自負してい
る。研究分野毎に提携研究機関を選択し、交互訪問を原則として教員と学生が提携先研究機関に赴き、
交流セミナーを開催した。教育内容として最も重要視したことは、参加学生諸君の化学の能力を鍛錬
するのみならず、国際的な場面における自主性と責任感を育てる事であった。先述の通り、本拠点も
提携研究機関も交流セミナーに教員を参加させたが、セミナー本体は教員と学生で別セッションとす
る事を原則とした。さらに、交流セミナー開催の準備段階から大学院生諸君を関与させ、学生セッシ
ョンのプログラム等は双方の学生同士が連絡を取り合いながら準備する事を課した。セミナーによっ
ては、学生参加者として博士研究員が加わっている例があるが、これらの場合においても、準備段階
からセミナー本体に亘り、現役大学院生がほとんどの役割を担い、博士研究員や良き相談者の役割を
担っていた。また、セミナー開催後には、参加学生に英文での参加報告書を提出させた。 
 本交流セミナーの開催状況(研究領域番号, 開催期間, 提携研究機関, 開催場所, 教員参加者数[日
本側, 提携先], 学生参加者数[日本側, 提携先])は、以下の通りである。 

第3領域 2003.01.17 台湾  中央研究院化学研究所，
国立台湾大学 

台湾 台北 [13/13] [24/23] 

第1領域 2003. 2.17-19 韓国 韓国科学技術院 京都(吉田ｷｬﾝﾊﾟｽ) [16/ 3] [29/17] 
第2領域 2003. 9.26-28 仏 Rennes第1大学 仏 Rennes [ 7/15] [ 8/13] 
第4領域 2003. 9.26-28 独Marburg大学 , Max-Planck研究

所, 英 Newcastle大学 
独Marburg大学 [ 4/ 4] [14/15] 

第3領域 2004. 9. 4- 6 台湾  中央研究院化学研究所，
国立台湾大学 

京都(桂ｷｬﾝﾊﾟｽ) [25/ 8] [24/23] 

第1領域 2004.10.23-25 オランダ Nijmegen大学 京都(桂ｷｬﾝﾊﾟｽ) [ 2/ 1] [19/17] 
第1領域 2005. 2.17-20 韓国 韓国科学技術院 韓国 テジョン [ 4/ 5] [10/20] 
第2領域 2005. 5. 5- 6 仏 Rennes第1大学,  

Grenoble大学, Toulouse大学 
京都(吉田ｷｬﾝﾊﾟｽ) [17/12] [30/ 8] 

第4領域 2005. 9. 2- 9 独 Marburg大学,  
英 Newcastle大学 

京都(吉田ｷｬﾝﾊﾟｽ) [22/ 2] [78/18] 

第3領域 2006.5.15-8.10 台湾 国立台湾大学参加学生に、より踏み込んだ国際交流を経験させるため、双方
から各9名の学生を3週間派遣しあい、相手側研究機関の研究室で派遣先の研究課題
について研究を行わせた。 

第2領域 2006. 7.16 仏 Rennes第1大学,  
Grenoble大学, Toulouse大学 

京都(吉田ｷｬﾝﾊﾟｽ) [20/ 3] [44/ 7] 

 これらの交流セミナーに関しては、参加学生にとっては、その報告書から、新鮮な体験であり、か
つ、自らの国際的視野からの科学と言語能力に関する能力を認識する良い機会であったことが判った。
また、提携先研究機関の教員からも高い評価を得た。特に、学生セッションに平行して行われた教員
の交流セミナーの合間には、学生諸君同士の方が教員同士よりうち解けるのが早く、真の国際交流を
行っているとの話題が交わされる場面が多々見受けられた。外部評価委員からも、この交流セミナー
の開催形式と成果について高い評価を得た。事業推進担当者としては、双方からの参加学生諸君が将
来にわたって、相手の立場を理解した、真の国際競争と国際協力を行っていけることを願っている。
また、この国際交流セミナーを継続する教育を支援する継続的予算援助が必要である。 

 



機関名： 京都大学  拠点番号： Ｂ１４    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価）  設定された目的は十分達成され、期待以上の成果があった （コメント）  理学研究科、工学研究科、化学研究所にまたがる大編成であり、組織やキャンパスの違いのために当初は運営が困難視されていたが、ネットワークによる連続講義や領域ごとの２国間セミナー等により、これらの問題を乗り越え、「精密構造変換解析」、「新規物性機能探求」、「新規物質創製変換」、「生体関連物質化学」の４領域を軸とする連携教育拠点の形成に成功した。 研究活動については、事業推進担当グループの多くが、国際的にも評価の高い研究業績をあげていると評価できる。 人材育成面については、ポスドク（ＰＤ）・リサーチアシスタント（ＲＡ）の採用による若手研究者育成環境の整備、ネットワークによる連続講義の継続、２国間セミナーの実施等、「若手研究者の視野を広めさせる」ための事業展開は実質的に成功しており、今度の更なる発展が期待できる。 補助事業終了後も、本プログラムでスタートした事業を継続する体制ができており、本プログラムは２１世紀ＣＯＥプログラムの成功例の一つとして高く評価できる。 

 


